第14回情報技術・マルチメディア 研究会 例会

日時　　平成16年3月12日(金)13:30～16:30

場所　　愛知産業講堂

出席者　27名
報告事項

第1部 「社内ﾈｯﾄﾜｰｸのｾｷｭﾘｨﾃｨ―ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｳｲﾙｽ対策を中心に―」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本総合研究所　金融ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(社)日本技術士会ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ　IT21の会第7期会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術士(情報工学部門)　　　　　青木ゆかり氏

　ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰを利用している者が日頃悩まされているｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｳｲﾙｽを中心に、ｾｷｭﾘﾃｨを取り巻く環境、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｳｲﾙｽとその対策について詳述され、結局ｼｽﾃﾑでの対応には限界があり、無自覚な人が1人でもいるとｼｽﾃﾑ全体が危険にさらされるので、最後は「人」の自覚が重要と強調された。
　情報化白書によると、中小企業のﾊﾟｿｺﾝ導入は90%、70～80%がｲﾝﾀｰﾈﾂﾄを利用でき、30～40%がﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで情報を発信しており、情報ｾｷｭﾘﾃｨの確保が重要である。過去の侵害例では、ｳｲﾙｽによる被害が大半を占めており、この対策が緊急の課題である。ｳｲﾙｽは意図的に他人のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑやﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに被害を及ぼす為に作られたﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑで、その機能としては自己伝染機能、潜伏機能、発病機能がある。最近のｳｲﾙｽとしては、Mydoom、Bagle、Netskyがあり、95%はﾒｰﾙから感染している。ｳｲﾙｽ対策として、対策ｿﾌﾄの導入、対策ｼｽﾃﾑの導入など具体的な対策について詳述され、感染した場合、被害の拡散防止のために「ﾈﾂﾄﾜｰｸｹｰﾌﾞﾙを抜く」ことが重要で、最終手段であるﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸの初期化に備えて、ﾃﾞｰﾀのﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟの必要性を強調された。
　また、法人及び個人事業者を対象として、平成16年4月から2年間、取得価額250万円以上のﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ維持装置について税制特例が認められる総務省の「ﾈｯﾄｾｷｭﾘﾃｨ維持税制」についても紹介された。
第2部 「2004年中堅企業のIT導入のｷｰﾜｰﾄﾞ・IP電話とERPﾊﾟｯｹｰｼﾞについて、中小企業の情報共有と社内ﾈｯﾄﾜｰｸの構築について」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　財団法人国民工業振興会　常務理事　鈴木大吉氏
　電子商取引について、2004年のBtoCでの総額は8兆円、2年後に16兆円、一方BtoBについては2004年に全取引中の10%、2006年については17.5%に達すると推定されている。ﾈﾂﾄ商店について多数の例をあげて説明され、その媒体となるﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの有効性を向上させるための対策について説明された。Googleで上位にﾗﾝｸされるためには的確なｷｰﾜｰﾄﾞ対策が重要で、更にｷｰﾜｰﾄﾞについての詳細な記載が必要である。即ち、ｳｴﾌﾞｻｲﾄを戦略的に書くためには、ｷｰﾜｰﾄﾞ対策、訴求ﾎﾟｲﾝﾄ、蘊蓄が重要であると強調された。　　　
　2004年1月の世界経済ﾌｫｰﾗﾑ年次大会(ﾀﾞﾎﾞｽ会議)で、今後の企業のあり方について、ﾋｭｰﾚﾂﾄﾊﾟﾂｶｰﾄﾞ会長のﾌｨｵﾘｰﾅさんが、新しい企業ﾓﾃﾞﾙとして、「ｵｰﾌﾟﾝﾄﾞｱ」「ｵｰﾌﾟﾝ経営」を強調し、また、日産自動車のｶﾙﾛｽ･ｺﾞｰﾝ氏が「透明性と結果を出すこと」の重要性を強調し、良い動機付けが見つけられれば人々は自身で問題を解決すると発言した。経営資源(人、物、金等)を有効活用するための総合的計画・管理・経営効率化手法であるERP(企業資源計画)ﾊﾟｯｹｰｼﾞとしては、経営情報の開示、個別成果の明確化と開示、評価基準の明確化と開示が経営のｵｰﾌﾟﾝ化の3条件である。
　N社の大福帳ｼｽﾃﾑについて、VTRを併用して説明があり、目標管理と現実の差異をどこで気がつくかが重要で、毎日毎日ﾘｱﾙﾀｲﾑで修正していくことが必須であることを同社社長が強調されている。大福帳ｼｽﾃﾑとは、経済活動で発生する伝票ﾚﾍﾞﾙのﾃﾞｰﾀを集約せず、生のまま「大福帳の法則」で記録する基幹業務系のﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを言い、企業活動をありのままに再現するｼｽﾃﾑである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

　　　

